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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２２ＭｎＢ５タイプの硬化性スチールから硬化コンポーネントを製造する方法であって
、スチール・ストリップが熱上昇を受け、そのプロセスにおいて、表面酸化物層が形成さ
れるように炉内で酸化処理が行われ、次に、金属又は金属合金でのコーティングが行われ
、そして、少なくとも部分的に硬化したコンポーネントを作り出すために、前記ストリッ
プが加熱され、少なくとも部分的にオーステナイト化され、その後、冷却されそれによっ
て硬化される方法において、硬化反応後におけるスチール・ストリップ基材とコーティン
グとの間に位置する表面延性層（７）を作り出すために、前記金属又は金属合金でのコー
ティングの前に、前記表面の酸化物が部分的に還元され、それによって非常に薄い還元層
（４）が形成され、この層（４）が、残留酸化物層（３）上に位置し、前記ストリップ中
の前記酸化物層（３）の下方に内部酸化の領域（３ａ）が位置し、そこにおいて、前記ス
チール合金要素が部分的に酸化された状態で存在することを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記酸化を表面的に逆転するべく前記表面酸化物層（３）の形成後に還元処理を行い、
この層（３）の上に還元層（４）が形成され、その後、金属又は金属合金でのコーティン
グが行われ、但し、ここで、前記酸化と表面還元とは、前記表面還元と前記コーティング
との後に、前記コーティングと前記スチール・ストリップとの間に酸化物層（３）が残る
ように行われる請求項１に記載の方法。
【請求項３】
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　前記金属コーティングは、溶融金属又は溶融金属合金での溶融めっきコーティングとし
て、或いは、前記ストリップ上の単数又は複数種の金属の電着、或いは、ＰＶＤおよび／
又はＣＶＤ法、によって、形成される請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記酸化処理は、酸化炉チャンバ雰囲気、および／又は、水蒸気含有炉チャンバ雰囲気
によって行われる請求項１～３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５】
　前記酸化の度合いと前記酸化物層の厚みは、前記処理雰囲気中の酸化剤の含有量および
／又は前記処理の継続時間および／又は温度レベルおよび／又は前記炉チャンバ内の水蒸
気濃度によって調節される請求項１～４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　前記コーティングは、アルミニウム又は実質的にアルミニウムを含む合金又はアルミニ
ウムと亜鉛との合金および／又は実質的に亜鉛を含む別の亜鉛合金および／又は亜鉛およ
び／又はその他のコーティング金属で行われる請求項１～５のいずれか１項に記載の方法
。
【請求項７】
　前記酸化および／又は還元が行われる前記炉チャンバは、直接的又は間接的に加熱され
る請求項１～６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記酸化および／又は還元が行われる前記炉チャンバは、ガスおよび／又はオイルバー
ナーによって、および／又は、対流によって、又は、前記スチール・ストリップが誘導加
熱されることによって、加熱される請求項１～７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　前記酸化は、３００ｎｍ以上の酸化物層厚みが酸化の最後に形成されるように行われ、
その後の前記還元は、前記酸化物層が前記表面から部分的に還元されるように行われる請
求項１～８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の方法により、且つ
　硬化性スチールからなり、スチール基材（１）とその上に付与された金属コーティング
又は層（５）とを有し、前記スチール基材（１）の酸化物層（３）が、前記金属コーティ
ング（５）が前記スチール基材（１）上に形成されている境界領域に存在するスチール・
ストリップから、作られる硬化コンポーネントであって、
　表面延性層（７）は、前記スチール基材の硬度よりも低い硬度を有することを特徴とす
る硬化コンポーネント。
【請求項１１】
　前記金属コーティング（５）は、アルミニウム又は実質的にアルミニウム、アルミニウ
ム合金、アルミニウム－亜鉛合金、実質的に亜鉛を含む亜鉛合金、亜鉛－鉄合金、又は実
質的に亜鉛、から成る、請求項１０に記載の硬化コンポーネント。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、硬化性スチールから硬化コンポーネントを製造する方法と、この方法用の硬
化性スチール・ストリップとに関する。
【背景技術】
【０００２】
　硬化性スチールからコンポーネント、特に、硬化コンポーネントを製造することは知ら
れている。以後、硬化性スチールとは、基材の相転移が加熱中に生じるスチール、そして
、その出発材料よりも有意に硬いか、又は高い引っ張り強度を有する材料が、その後の冷
却、所謂、焼き入れ、によって前の構造変化から形成され、更に、好適には、焼き入れ中
に更なる構造変化を起こすスチールのことをいう。
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【０００３】
　例えば、所謂プレス硬化の方法はＤＥ　２４　５２　４８６　Ｃ２から知られており、
ここでは、硬化性スチール材のプレートが所謂オーステナイト化温度以上に加熱され、こ
の加熱状態において、成形工具に挿入されて、同時にこの成形工具中で冷却され、一方で
は所望のコンポーネントの最終形状（ジオメトリ）が形成されるとともに、他方において
、所望の硬度又は強度が得られる。この方法は広く使用されている。
【０００４】
　又、ＥＰ　１　６５１　７８９　Ａ１から知られている方法では、硬化コンポーネント
が、陰極腐食耐性を有する硬化性スチールシートから製造されるが、ここで、コンポーネ
ントは、最終硬化コンポーネントの公称寸法よりも０．５％～２％小さくなるようにあら
かじめ金属コーティングされた状態で冷間成形される。その後、コンポーネントは加熱さ
れ所望のコンポーネントの最終寸法に正確に対応する工具に挿入される。このコーティン
グされたコンポーネントは、熱膨張によってこの最終寸法にまで既に正確に膨張されてお
り、所謂成形工具にその全ての面で保持され、そこで冷却され、それによって硬化が起こ
る。
【０００５】
　更に、ＥＰ－Ａ　０　９７１　０４４から知られている方法では、硬化性スチールから
成るとともに金属コーティングを備えた金属シートがオーステナイト化温度以上にまで加
熱され、その後、熱成形工具内に移されて、そこで、加熱金属シートが形成され、冷却処
理によって同時に冷却され硬化される。
【０００６】
　上述した種々の熱間成形のための方法の欠点は、スチール基材上の金属コーティングの
有無に関わらず、スチール基材中に、特に熱間成形中、更に、成形処理がまだ完了してい
ない冷間予備成形コンポーネントにおいても、微小亀裂が生じることにある。
【０００７】
　これらの微小亀裂は、特に成形中の領域、とりわけ、高度の成形中の領域に生じる。こ
れら微小亀裂は、表面上および／又は金属コーティング中に位置し、その一部は比較的遠
く基材内へと延出する可能性がある。この場合、もしもコンポーネントが応力を受けた場
合にそのような亀裂が発達し続け、それらが応力による不具合を導く可能性のあるコンポ
ーネントに対する損傷となることは問題である。
【０００８】
　スチールに対する金属コーティングは、アルミニウム、アルミニウム合金コーティング
、特に、アルミニウム亜鉛合金コーティング、亜鉛コーティング、亜鉛合金コーティング
の形式として、古くから知られている。
【０００９】
　これらのコーティングは、スチール材を腐食から保護することを目的とする。アルミニ
ウムコーティングの場合、これは、アルミニウムによって腐食性媒体の侵入に対するバリ
アが形成される、所謂、バリア保護によって行われる。
【００１０】
　亜鉛コーティングの場合、保護は、亜鉛の所謂陰極作用によって行われる。
【００１１】
　これまで、そのようなコーティングは、通常の強度のスチール合金、特に、自動車構造
、建築産業用、更に、家庭用品産業用に、使用されてきた。
【００１２】
　それらは、溶融めっき、ＰＣＤ又はＣＶＤ法、又は電着、によってスチール材に付与可
能である。
【００１３】
　高強度スチール性を使用して、後者をそのような溶融めっきによってコーティングする
試みも行われた。
【００１４】
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　例えば、ＤＥ　１０　２００４　０５９　５６６　Ｂ３から、高強度スチールのストリ
ップを溶融めっきする方法が知られているが、ここでは、ストリップは、まず、連続炉内
で還元雰囲気中で約６５０℃の温度にまで加熱される。この温度において、前記高強度ス
チール中の合金構成成分が僅かな量だけストリップの表面へと拡散するものと考えられる
。この場合、主として純鉄から成る表面が、前記連続炉に内蔵されている還元チャンバ内
において最高７５０℃までの更に高い温度での非常に短い熱処理によって酸化鉄層に変換
される。この酸化鉄層がその後の、還元雰囲気中の更に高い温度でのアニール処理におい
てストリップの表面への前記合金構成成分の拡散を防止するものと考えられる。前記還元
雰囲気中において、前記酸化鉄層はより純度の高い鉄の層に変換され、この上に、亜鉛お
よび／又はアルミニウムが、最適に付着するように溶融めっき浴中で付与される。この方
法によって付与された酸化物層は、最大で３００ｎｍの厚みを持つものとされる。実際に
は、その層の厚みは、最大で、約１５０ｎｍに設定される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】独国特許発明第２４５２４８６号明細書
【特許文献２】欧州特許出願公開第１６５１７８９号明細書
【特許文献３】欧州特許出願公開第０９７１０４４号明細書
【特許文献４】独国特許発明第１０２００４０５９５６６号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　本発明の課題は、その成形作用、又特にその熱間成形作用も改善された、硬化性スチー
ルから硬化コンポーネントを製造する方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明のこの課題は、請求項１の特徴を有する方法によって達成される。その有利な発
展構成は従属項に特長付けられている。
【００１８】
　もう１つの課題は、成形性、特に、熱間成形性、が改善されたスチール・ストリップを
提供することにある。
【００１９】
　本発明のこの課題は、硬化性スチールからなり、スチール基材（１）とその上に付与さ
れた金属コーティング又は層（５）とを有し、前記スチール基材（１）の酸化物層（３）
が、前記金属コーティング（５）が前記スチール基材（１）上に形成されている境界領域
に存在する特徴を有するスチール・ストリップによって達成される。
【００２０】
　その有利な発展構成は従属項に特長付けられている。
【００２１】
　本発明は、熱間又は冷間圧延スチール・ストリップを表面的に酸化し、その後、金属コ
ーティングを行い、そして、必要とあれば、前記コンポーネントの製造のために対応のコ
ーティングされた金属シートから前記プレートを切り取り、その後のプレートの成形及び
冷却中に、少なくとも部分的に硬化した構造又は部分的に硬化したコンポーネントが形成
されるような加熱によって、それを少なくとも部分的にオーステナイト化するために前記
プレートを加熱する。驚くべきことに、恐らく前記オーステナイト化のための加熱および
／又は成形及び冷却中に、前記ストリップの表面酸化によって前記硬化性スチールから表
面的に微小亀裂がもはや生じないほど良好に張力を分散させることが可能な延性層が形成
される。前記処理において、前記金属コーティングは、表面脱炭に対して保護作用を奏し
、この金属コーティングは、勿論、腐食保護などのその他の働きも奏することができる。
【００２２】
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　オーステナイト化のための加熱中に、金属コーティングの代わりに、保護ガス雰囲気を
作り出すことも可能である。具体的には、酸化雰囲気中において、例えば最高で約７００
℃での表面酸化を行うことができ、更に、それ以上の酸化および／又は脱炭が起こらない
ように不活性ガス雰囲気中で追加の加熱を行うことができる。
【００２３】
　必要であれば、反応性表面を得るために、前記金属コーティングを付与するためのスチ
ール・ストリップの酸化を表面的に減少させることができる。
【００２４】
　但し、前記酸化物層は、いずれの場合においても従来の予備酸化におけるような亜鉛メ
ッキのために大幅に除去されることはない。更に、本発明による前記酸化は、従来技術に
よる予備酸化よりも遥かに大幅に行われるものである。従来技術の予備酸化は、最大で３
００ｎｍの厚みまで行われるのに対して、本発明の酸化はそれよりもはるかに大幅に行わ
れ、それによりたとえ還元が行われた後においても、まだ、好ましくは少なくとも３００
ｎｍの厚みの酸化層が残る。
【００２５】
　恐らく、本発明の酸化によって、合金要素の酸化物を当然に含有する酸化鉄層が表面に
形成されるだけでなく、この層の下方においてもこれらの合金要素が部分的に酸化される
ものと思われる。
【００２６】
　硬化後、本発明によって製造されたコンポーネントは、その表面上に、スチール基材と
コーティングとの間に薄い層を示すが、これは図４の微小断面において白っぽい層として
現れている。この延性層が形成されることの現状において最も可能性の高い原因は、硬化
中において表面酸化領域における相転移に使用されなかった、或いは、この転移を遅延又
は阻害した、酸化合金要素である。しかしながら、その正確なメカニズムは説明出来なか
った。
【００２７】
　驚くべきことに、コーティング金属による実際のコーティングのためには不要である酸
化によって、金属コーティング後においても表面領域に延性が増大した硬化基材が形成さ
れることが見出された。驚くべきことに、層厚＞３００ｎｍの酸化鉄層を形成する酸化を
使用して、熱間成形の場合においても、そして、例えば、８５０℃以上又は各オーステナ
イト化温度以上の、タイプ２２ＭｎＢ５の好適なスチールのための硬化のための熱処理中
でも、微小亀裂無く形成することが可能な金属シートを得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明による処理流れを非常に簡略的に図示している。
【図２】従来技術との比較での本発明における曲げ角度の改善を示す図である。
【図３】硬化後における従来技術との比較での本発明による層構造を非常に簡略的に図示
している。
【図４】本発明によるスチール・ストリップの表面の顕微鏡微小断面画像を図示している
。
【図５】本発明によるものではない比較例の顕微鏡微小断面画像を図示している。
【図６】本発明による比較例の走査電子顕微鏡画像を図示している。
【図７】図６の走査電子顕微鏡画像からの詳細を、エネルギー分散Ｘ線分析（ＥＤＸ）か
ら得られたライン-亜鉛密度によって図示している。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、本発明の実施例を図面を参照して説明する。これら図面において、図１は、本発
明による処理流れを非常に簡略的に図示している。図２は、従来技術との比較での本発明
における曲げ角度の改善を示す図である。図３は、硬化後における従来技術との比較での
本発明による層構造を非常に簡略的に図示している。図４は、本発明によるスチール・ス
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トリップの表面の顕微鏡微小断面画像を図示している。図５は、本発明によるものではな
い比較例の顕微鏡微小断面画像を図示している。図６は、本発明による比較例の走査電子
顕微鏡画像を図示している。図７は、図６の走査電子顕微鏡画像からの詳細を、エネルギ
ー分散Ｘ線分析（ＥＤＸ）から得られたライン-亜鉛密度によって図示している。
【００３０】
　図１において、本発明の方法は、例えば、溶融めっきコーティングされたスチール・ス
トリップ、具体的には、Ｚ１４０コーティングを有するタイプ２２ＭｎＢ５の亜鉛めっき
スチール・ストリップのための処理流れとして図示されている。
【００３１】
　図１及び図３に図示されている層厚は、実際のスケールではなく、より良い表示のため
に互いに対して歪められたスケールで図示されている。
【００３２】
　ブライト（bright）スチール・ストリップ１は、溶融めっきコーティングの前に、酸化
され、それによってストリップ１には酸化物層２が形成される。
【００３３】
　この酸化は、６５０℃～８００℃の温度で行われる。溶融亜鉛めっきに必要とされる従
来の予備酸化処理の場合は１５０ｎｍの酸化物層の厚みでまったく十分であるのに対して
、本発明の酸化処理は、酸化物層が＞３００ｎｍとなるように行われる。前記金属溶融め
っきコーティング、例えば、溶融亜鉛めっき、又はアルミめっき、を付与するために、つ
ぎの工程において、表面の酸化物の一部還元が行われ、これによって、実質的に純鉄から
成る非常に薄い還元層４が形成される。残りの酸化物層３はその下に残っている。
【００３４】
　前記酸化処理により、恐らく、前記酸化物層３の下方に「内部酸化」の領域３ａが残さ
れる。この領域３ａにおいて、合金要素は、おそらく部分的に酸化された状態、又は酸化
状態で部分的に存在している。
【００３５】
　次に、コーティング金属による溶融めっきが行われ、それによって、このコーティング
金属から成る層５が、残りの酸化物層３上に形成される。次に、硬化コンポーネントを得
るために、前記ストリップ１をオーステナイト化温度にまで加熱し、少なくとも部分的に
オーステナイト化し、これによって、特に、前記金属コーティング５とストリップ１の表
面とが互いに合金化する。この処理において、前記酸化物層３は部分的又は完全に消費さ
れるか、或いは、前記ストリップ１と金属コーティング５との間の分散プロセスにより、
高温処理中において検出することができない。
【００３６】
　亜鉛めっきによって付与される金属コーティングの場合は、予備還元無しで、酸化物層
上の沈積を行うことが可能ではあるが、これに代えて、還元処理とともに、エッチング処
理を行うことも可能である。
【００３７】
　次に、硬化又は部分硬化コンポーネントを得るために、オーステナイト化の度合いに応
じて、ツール内で成形と冷却とが行われ、ここで、前記層６がオプションとして相に関し
て転移し、そして、相転移はストリップ１内でも起こる。硬化後、微小断面（図４）にお
いて、ストリップ１と金属コーティング６との間に淡い延性層７を観察することができる
が、これが、恐らく最終製品を微小亀裂の無い硬化コンポーネントとするものである。こ
の延性層７は、恐らくは、硬化のための加熱処理中に既に形成されるものであり、従って
、熱成形中には既に存在している。
【００３８】
　恐らく、この淡い層７が形成される最も考えられる原因は、行われた酸化処理によって
、硬化のために必要とされる、マンガンなどの合金要素が、金属コーティングの前に、表
面の近傍の領域において既に酸化されて転移のためには使用不能となっているか、もしく
は転移を阻害し、それによってスチール・ストリップが表面の近傍の非常に薄い領域にお
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いてこの延性層７を形成し、この層が、成形中に亀裂が形成されず、かつ亀裂が伝播しな
いように表面の近傍において張力を補償するにはおそらく十分なものであるということで
ある。
【００３９】
　又、前記合金要素の前記「内部酸化」の前記領域３ａがこの点に関して重要であるとも
考えられる。
【００４０】
　この方法の利点は硬化の後においても現れ、或いは、本発明によって製造された、又は
、硬化された金属シートを、例えば、三点曲げテストにかけた場合に、硬化後においても
検出することが可能である。このことは崩壊挙動に対しても有利な影響を与えうる。
【００４１】
　この三点曲げテストにおいて、直径３０ｍｍの二つのベアリングが、シート厚の二倍の
距離で載置される。そして硬化シートをその上に載せ、その後、それぞれ、前記両ベアリ
ングから同じ距離で、０．２ｍｍの半径を有する曲げレールで応力を加える。
【００４２】
　曲げレールのサンプルに対する接触の時間と、距離と、力を測定する。
【００４３】
　力と距離、又は、距離から計算される曲げ力角度を用いて曲げ力角度カーブを記録する
。テストの判定基準は最大力における曲げ角度である。
【００４４】
　コーティングＺ１４０を備えるタイプ２２ＭｎＢ５のスチールの図２から比較をするこ
とができ、ここから、硬化した低温のサンプルにおいて本発明によって形成された前記延
性層によって遥かに大きな曲げ角度を得ることができることが明らかである。
【００４５】
　本発明と従来技術とは図３においても比較されており、ここでは、従来技術では、硬化
した基材に対して付着する硬化後の金属コーティングは存在するが、延性層は存在してい
ない。
【００４６】
　本発明において、前記延性層７は、硬化反応後、硬化基材とコーティングとの間に位置
する。
【００４７】
　この層の平均層厚は、０．３μｍ以上であり、ここで、この層は連続的なものとするこ
とができるが、本発明の作用効果を奏するためにそれは必ずしも完全に連続したものであ
る必要はない。
【００４８】
　図６は、本発明の比較例の走査電子顕微鏡画像を図示している。基材マルテンサイトの
方向における拡散プロセスによってＺｎ含有率が約４０％から５％Ｚｎ以下へと急激に減
少していることがわかる。
【００４９】
　前記基材の近傍において、鉄-亜鉛層の粒子は非常に低い亜鉛含有率しか有さず、このF
eに富む層、微小断面において白っぽい色で現れる、が、他の層部分間の延性中間層とし
て作用する。
【００５０】
　図７は、エネルギー分散X線分析（ＥＤＸ）からのライン－亜鉛密度プロファイルによ
って図６の詳細を図示している。ここでも、亜鉛含有率が基材の方向において低下してい
ることが明らかである。
【００５１】
　図４及び５は、それぞれ、本発明（図４）と従来技術（図５）の硬化スチール・ストリ
ップの微細断面画像を示し、この微細断面には、基材１と、その上の転移金属層６と、そ
れらの間の延性層７とがはっきり見える。
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【００５２】
　図５は、従来技術の層構造を図示し、ここでは、亜鉛めっきストリップ１０１は高強度
スチール基材１０２を有し、その上に、亜鉛-鉄層１０３が付与されている。延性層は無
い。
【００５３】
　本発明に拠れば、前記金属コーティングは、その目的が単にあらゆる脱炭に対して対抗
することにあるので、あらゆる有用な金属コーティングから選択することができる。従っ
て、コーティングは純アルミニウム又はアルミニウム珪素コーティング、更には、アルミ
ニウムと亜鉛とから成る合金（Galvalume）コーティング、亜鉛又は実質的に亜鉛からな
るコーティングとすることができる。但し、もしもそれらが短時間、硬化中の高温に耐え
うるのであれば、金属又は合金の他のコーティングも適当である。
【００５４】
　前記コーティングは、例えば、亜鉛めっき又は溶融めっき、或いは、ＰＶＤやＣＶＤ法
、によって付与することができる。
【００５５】
　この場合、酸化は、前記ストリップを、直接加熱されたプレヒータに通過させることに
よって従来の方法で行うことができ、ここでは、ガスバーナーが使用されるとともに、ガ
ス-空気混合比を変えることによって、前記ストリップを取り囲む雰囲気において酸化電
位の増加を作り出すことができる。酸化電位はこのようにして制御することができ、スト
リップの表面上で鉄の酸化をもたらす。この場合、制御は、従来技術における酸化よりも
遥かに大きな酸化が起こるように行われる。その後の炉ラインにおいて、従来技術と異な
り、形成された酸化鉄層、又は恐らく既に達成されているスチールの内部酸化が、表面的
又は部分的にのみ還元される。
【００５６】
　更に、前記ストリップを、保護ガス雰囲気中で、それ自身は公知のRTFプレヒータ中で
アニールすることができ、酸化又は予備酸化も、実際に必要とされるよりも遥かに大幅に
行われる。酸化の強度は、この場合、特に、酸化剤の供給によって調節することができる
。
【００５７】
　更に、炉雰囲気の加湿、即ち、水蒸気を非常に豊富に含む（通常よりも豊富）雰囲気、
のみによって、又はその他の酸化剤を組み合わせて、所望の効果が達成されることが示さ
れた。本発明において重要なことは、オプションとしてその後に行われる還元が、残留酸
化が残るようにのみ行われるということである。スチールの内部酸化状態は、水蒸気含有
雰囲気のみの熱処理では完全には戻らない。
【００５８】
　酸化は、前記雰囲気、オプションとして添加される他の酸化剤の酸化剤濃度、処理の時
間、炉チャンバ中の温度曲線と水蒸気濃度、を介して制御することが可能である。
【００５９】
　図３及び図４に図示されているような、このように処理されたストリップは、冷間成形
又は加熱圧縮硬化又は後成形することができるが、熱間成形、圧縮硬化でも極めて良好に
製造することができ、スチール基材中には微小亀裂は無い。
【００６０】
　この場合、本発明によって酸化を行うことは、未コーティング状態のスチール材でエッ
ジ脱炭と異なり、達成可能な材料の最終強度に対してなんら悪影響を与えないことが示さ
れた。
【００６１】
　より単純で安全な方法で成形、硬化コンポーネントの質を大幅に改善することを可能に
する方法とスチール・ストリップが作り出されることが本発明の利点である。
【符号の説明】
【００６２】
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参照番号
１　スチール・ストリップ
２　酸化物層
３　残留酸化物層
４　薄還元層
５　金属コーティング
６　金属コーティング
７　淡色延性層
１０１　亜鉛めっきストリップ
１０２　スチール基材
１０３　亜鉛-鉄層

【図１】 【図２】
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